
事業活動温暖化対策計画の実施状況に関する事項

レ

～

( 28 )年度 ( 2 )年度 ( 3 )年度 ( 4 )年度 ( 5 )年度 ( )年度 ( )年度 ( 5 )年度

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％

令和 5 年度

住 所 ( 法 人 に あ っ て は 、
主 た る 事 務 所 の 所 在 地 )

東京都渋谷区富ヶ谷２－10－２

氏 名 ( 法 人 に あ っ て は 、
名 称 及 び 代 表 者 の 氏 名 )

学校法人　東海大学
理事長  松前　義昭

事 業 概 要 　学校教育

該 当 す る 事 業 者 要 件

熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第１号該当特定
事業者（大規模エネルギー使用事業者）

熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第２号該当特定
事業者（自動車運送事業者）

特定事業者以外の事業者

計 画 期 間 令和3 年度 令和5 年度

事 業 活 動 温 暖 化 対 策 計 画 書
に 定 め た 措 置 の 実 施 状 況

・空調運転の基準を順守し、運転基準温度以下の場合には、空調設備の停止
処置・廊下・事務系部署の蛍光灯間引き・エレベータ運転台数の抑制・自販機
運転時間の調整・学生休暇期間中の施設利用時間の短縮　など
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年度区分

基 準 年 度 前 年 度 計　　画　　期　　間 目 標 年 度

増 減 率

( 基 準

年 度 比 )
△ 44.2 △ 63.0 △ 48.0 △ 31.3

②合計(t-CO2)

① 排 出 量
t-CO2

3,975 1,791 2,218 1,470 2,066 2,729

補 完 的
手 段
に よ る
削 減 量

森 林 の 整 備 及 び
保 全 （ t-CO2 ）
再 生 可能 エネ ルギ ーを
利 用 し た 電 力 又 は
熱 の 供 給 （ t-CO2 ）

グリーン電力証書又はグリ
ー ン 熱 証 書 の 購 入 (t-CO2)

そ の 他 知 事 が
認 め る も の (t-CO2)

①　-　②
2,218 1,470 2,066

差 引 後 排 出 量 （ t-CO2 ）

差 引 後 増 減 率 ( 基 準 年 度 比 ) △ 44.2 △ 63.0 △ 48.0
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算

定

排

出

量

等

排 出 量
t-CO2

36.63 17.03 26.39 17.49 21.78

差 引 後 排 出 量 (t-CO2) 26.39 17.49 21.78

28.78

増 減 率 ( 基 準 年 度 比 ) △ 28.0 △ 52.3 △ 40.5 △ 21.4

差 引 後 増 減 率 ( 基 準 年 度 比 ) △ 28.0 △ 52.3 △ 40.5

原 単 位 の 考 え 方
　原単位＝総排出量（t-CO2）／延床面積（千㎡）
　基準年 　　　　　3,975　　　　／　　108.51
  目標年度　　　　2,730  　　　／　　 94.85

計 画 の 進 捗 又 は 達 成 の 状 況 等

2023年4月の阿蘇くまもと臨空キャンパス運用開始に伴う運用施設面積の増加でエネルギー使
用量は増加したが、震災以前の阿蘇校舎より省エネ器具を導入していることや各施設で照明の
LED化が進んだことにより震災以前（2015年度）の排出量より抑制できた。今後についても更新
機器などの検討の際には、利用状況を加味しながらも省エネ機材を導入するよう検討するよう
にします。

特 記 事 項


